
総 務 費



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

158 一 般 管 理 費 3,753,777 3,312,121 くらしやすいまちづくり［「令和２年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

秘 書 課 国 31,583
事 業 名 金 額 内 容

広 報 広 聴 課 負 27,417

政 策 推 進 課 手 36 千円 県・市町村・県自治連合会が連携し、地域住民による地域づくりの促進

国 際 課 財 34 自 治 会 連 携 事 業 1,023 や自助・共助意識の醸成を推進

総務部企画管理室 寄 65,799 奈良県自治会ジャーナルの発行

法 務 文 書 課 繰 4,464

行 政 ・ 人 材 諸 140,502 海外との交流展開［「令和２年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

マ ネ ジ メ ン ト 課 ㊀ 3,042,286 国際交流等の推進

人 事 課
事 業 名 金 額 内 容

総務厚生センター

財 政 課 大 阪 ・ 関 西 万 博 千円 2025年日本国際博覧会（大阪・関西万博）の開催及び機運醸成に協力す
1,502

管 財 課 開 催 協 力 等 事 業 るとともに、本県独自に万博を契機とした地域間交流を促進

デ ジ タ ル 戦 略 課

県 有 施 設 営 繕 課 行政マネジメント［「令和２年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

会 計 局 １ 地方創生の推進

監 査 委 員 事 務 局
事 業 名 金 額 内 容

千円 奈良県の地方創生を実現するため、第２期「奈良県地方創生総合戦略」

奈 良 県 地 方 創 生 による取組を推進
664

推 進 事 業 進捗検討有識者会議の運営

県・市町村職員を対象とする地方創生実践研修の実施等

２ 県民との対話

事 業 名 金 額 内 容

千円 地域が抱える課題をテーマに、知事、市町村長による意見交換を行うフ
地 域 フ ォ ー ラ ム

1,850 ォーラムを開催
開 催 事 業

実施回数 ４回

３ 財政マネジメント 2,151千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 県出資法人等の会計担当者を対象とした地方公会計等に関するセミナー

第 ３ セ ク タ ー 等 を開催
433

マネジメント強化事業 開催日 令和３年２月25日、３月３日

「統一的な基準」に基づく財務書類等の作成・公表

本県の魅力を全国に発信し、県外の奈良県出身者等とのつながりを深め
ふるさと奈良県応援

1,718 るとともに、寄附金の受入れを促進
寄 附 金 推 進 事 業

寄附金額 65,799,364円 寄附件数 402件



４ 県庁の働き方改革の推進 16,860千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 奈良県庁のパーソネルマネジメントの基本方針に基づいた具体的な取組

を実施

専門的人材育成研修の実施 ３回

職種別心得集の作成 ３事業

パーソネルマネジメント 会計年度任用職員及び臨時的任用職員を対象に、映像視聴等による研
13,636

推 進 事 業 修の実施

育児休業代替職員の選考試験の実施 ３回

テレワークを推進するため、サテライトオフィスを運営

設置箇所数 ２カ所

勤務時間の管理を効率的に実施するため、総務事務システムを改修

定型的な業務や画一的な処理を伴う業務の効率化に向けた自動化ツール

を導入

ＢＰＲ（業務量・プロセスの分析を基に抜本的な業務改善を行う手
業務効率化推進事業 3,224

法）を活用した業務効率化の検討 ７業務

ＲＰＡ（定型業務自動化ツール）活用に向けた職員研修の実施

実施日 令和２年９月18日、11月25日

158 人 事 管 理 費 3,300,886 3,175,016 ５ 職員の健康管理

人 事 課 国 532
事 業 名 金 額 内 容

総務厚生センター 負 189

財 政 課 財 9,747 千円 職員のメンタルヘルス不調を未然に防ぎ、働きやすい職場づくりを推進

繰 200,000 職員自身のストレスへの気づきを促すストレスチェック及び職員参加

㊀ 2,964,548 メンタルヘルス対策 による職場環境改善の実施
11,778

推 進 事 業 カウンセラーや医師によるメンタルヘルス相談、産業医による面接指導

相談者数 762名

休職中の職員の円滑な職場復帰と再発防止のための支援等

６ 業務の効率化

事 業 名 金 額 内 容

総務事務システム 千円 職員の給与、旅費等の総務事務に係る業務の効率化を図るためのシステ
137,272

の 運 用 ムの運用

７ 職員の相互派遣による交流の推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 ふるさと知事ネットワーク参加県間において、職員の相互派遣による交
ふるさと知事ネット

流を実施
ワーク 職員の相互 108

期 間 ２年
派遣による交流事業

相互派遣先 宮崎県１名（平成31年４月より派遣）



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

160 自 治 研 修 費 106,261 94,417 ８ 戦略的な人材の育成
行 政 ・ 人 材 財 50

事 業 名 金 額 内 容
マ ネ ジ メ ン ト 課 諸 5,716

㊀ 88,651 千円 職位基本研修（指名必修制）の実施
新規採用職員から課長級職員まで職位に応じた研修 計 859名修了
研修科目の一部を民間研修機関に委託

能力開発研修（公募選択制）の実施
知識・技能養成プログラム ５科目 計 123名修了

実践的かつ効果的な 業務遂行能力養成プログラム ５科目 計 93名修了
26,687

研 修 の 実 施 折衝・調整力養成プログラム ３科目 計 57名修了
うち 市町村との合同研修の実施 ４科目 計 72名修了
研修業務を民間研修機関に委託

派遣研修の実施
自治大学校への職員派遣 ４名
政策研究大学院大学への職員派遣 修士課程１年 １名

162 広 報 広 聴 費 621,685 569,262 ９ 情報発信力の強化 534,246千円
(広 報 広 聴 課) 国 14,762

事 業 名 金 額 内 容
諸 11,555
㊀ 542,945 千円 県民の関心の高い県政情報を、より豊富に、わかりやすく提供

刊 行 物 等 に よ る 県民だより奈良 年12回発行 577,700部／回
205,804

県 政 広 報 点字県民だより奈良 年12回発行 140部／回
声の県民だより奈良 年12回発行 135部／回

県の主要施策・県政ニュース等の情報を奈良テレビにおいてわかりやす
く発信
「なら いいね！」
広報誌「県民だより奈良」のテレビ番組

放送日 毎月 第２土曜日 21時00分～21時30分
第４土曜日 21時00分～21時30分（再放送）

「せんとくん通信」
現地リポートにより奈良の地域情報を発信
放送日 毎週 木曜日 18時10分頃～（約10分）

「県政フラッシュ」
県政の動き、お知らせをお届けするニュース番組
放送日 毎週 日曜日・火曜日 22時54分～23時00分

テレビによる県政広報 279,882 「ならフライデー９」
１週間のオール奈良のニュースをわかりやすく発信する総合ニュー

ス番組
放送日 毎週 金曜日 20時57分～21時57分

「奈良県ウィークリー情報」
テレビのデータ放送により、県政情報を発信

「県政スポットＣＭ」

県政各分野の施策を30秒のメッセージでわかりやすく放送
放送回数 年742回

関西系テレビ局である毎日放送と連携し、県政の取組や県の魅力をわか
りやすく関西一円に発信

「ちちんぷいぷい 楽しむ奈良ここスペシャル」 １回
「ロボロボ天気予報」 13回



イ ン タ ー ネ ッ ト 利用者の利便性を高めた動画サイトにより、県政・広報情報を配信
2,938

放 送 局 運 営 事 業 掲載動画本数 年205本

スマホアプリによる
無料配信アプリにより、奈良の地域ニュース、イベント等の現地リポー

奈 良 の ニ ュ ー ス 7,634
ト、県のジャーナル等の情報をスマートフォン等利用者に発信

発 信 事 業

デジタルサイネージに 県政ニュース、県の主要イベント等の情報を発信するデジタルサイネー

よる県政ニュース 6,230 ジの管理

発 信 事 業 設置箇所 ６カ所

新聞等による県政広報 30,968 地元紙・全国紙等に県政広告を掲載

県・市町村への各種相談や問い合わせに一元的に対応する窓口を運営

県相談機関等を対象とした電話対応研修の実施

開催回数 基本研修（講義） ４回

「相談ならダイヤル」 実践研修（ロールプレイング） ３回
790

の 運 営 成 果 指 標 30年度 元年度 ２年度

「相談ならダイヤル」への相談等のうち、

１次窓口（広報広聴課）で回答した割合

（％） 64.7 58.5 58.5

164 会 計 管 理 費 128,625 114,856 10 内部統制

(会 計 局) 諸 42,228
事 業 名 金 額 内 容

㊀ 72,628
千円 奈良県公契約条例の円滑かつ適正な運用及び普及推進

奈良県特定公契約（業務委託）総合入札落札者決定基準に係る学識経
公 契 約 条 例

187 験者への意見聴取を実施
適 正 運 用 事 業

令和２年５月14日、18日、10月１日・２日、12月24日・25日、

令和３年２月８日・９日、25日

164 財 産 管 理 費 1,688,370 1,586,347 11 外部委託の推進

総務厚生センター 国 941
事 業 名 金 額 内 容

財 政 課 使 151,810

管 財 課 財 39,678 千円 部局長車両運行業務の委託
定 型 的 業 務 の

県 有 施 設 営 繕 課 繰 517,173 19,826 事務の効率化を推進するため、部局長車両の運行業務について、民間
外部委託化の推進

諸 25,557 委託を実施

起 51,300

㊀ 799,888

翌年度へ繰越

12,407



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

12 公共施設のファシリティマネジメント 728,967千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 県有資産の適正管理を図りながら、経営的な観点から資産活用を推進す

るファシリティマネジメントを実施

「県有低・未利用資産」等の活用や処分を検討 ６資産
県域ファシリティ

5,861 ファシリティマネジメント支援システムの運用
マネジメント推進事業

奈良県地域別将来人口推計システムの運用

市町村との意見交換会、個別相談会及び市町村有公共施設の共同利用

に向けた広域連携検討会を開催 12回

県庁舎系施設南部地域 県庁舎系施設南部地域再配置に伴う、旧五條高校跡地における五條市と

再 配 置 整 備 事 業 722,385 の合同庁舎の整備

[一部庁舎等整備 ] 建設工事・工事監理等にかかる負担金

公の施設の運営改善や、施設の活性化、サービス向上を図るため、指定
公の施設運営改善

721 管理者制度導入施設における第三者評価を実施
推 進 事 業

対象施設 社会福祉総合センター外34施設

166 情 報 管 理 費 999,809 975,192 13 電子自治体の推進 324,007千円

(デ ジ タ ル 戦 略 課) 国 6,933
事 業 名 金 額 内 容

諸 3,604

㊀ 964,655 千円 統合宛名システムの運用
マイナンバー制度の

全国の地方公共団体が保有する情報を連携するシステムを整備・運用す
運 用 及 び 185,754

る地方公共団体情報システム機構への交付金
セキュリティ対策

マイナンバー利用事務を扱うネットワークとインターネット環境の分離

人事給与システム 人事制度、給与計算、給与制度など人事に関わる業務を管理し効率化を
41,239

の 運 用 図るための人事給与システムの運用

統合財務システム 予算編成、財務会計、財産管理及び新地方公会計制度に対応した統合財
56,608

の 運 用 務システムの運用・再構築

申請等行政手 続の 県民がインターネットを利用して、いつでも申請・届出等の行政手続き

オンラインサービス 8,859 が行えるシステムの運用

運 用 事 業 電子申請対象事務 502事務 施設予約 10施設



テレワーク環境の確保

モバイルワーク用パソコン（100台）の運用

定型・画一的な業務の効率化に向けた自動化ツールの導入

ＲＰＡ（定型業務自動化ツール）の導入 10業務
パーソネルマネジメント

31,547 ＡＩ－ＯＣＲの試行
推 進 事 業

音声認識ツールの試行

市町村と共同でＡＩチャットボットを構築・運用

参画市町村 大和郡山市、天理市、御所市、香芝市、宇陀市、

田原本町、王寺町、広陵町

168 国 際 交 流 推 進 費 283,251 137,370 海外との交流展開［「令和２年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(国 際 課) 国 2,364 国際交流等の推進 16,922千円

手 12,203
事 業 名 金 額 内 容

財 907

諸 20,229 千円 友好交流提携協定書に基づく友好交流を推進

㊀ 101,667 中国・清華大学との交流の促進

具体的な交流の実施に向けた協議を実施

友好提携地方政府等 新たな地方政府との友好提携を推進
3,443

と の 友 好交 流 事 業 ウズベキスタンとの交流を促進するため、文化交流事業を実施

実施日 令和３年３月13日

成 果 指 標 30年度 元年度 ２年度

友好交流事業実施件数（件） 12 10 11

外国人留学生に対し、社寺、文化・観光施設入館優待パスポート（まほ

ろばパス）を発行

外国人留学生支援事業 5,985 留学生向けイベントの実施 28回

成 果 指 標 30年度 元年度 ２年度

まほろばパス発行枚数（枚） 1,178 878 368

東アジア地方政府会合の会員地方政府の実務者を対象とした分科会を、

オンラインによる参加と現地参加の併用で開催

令和２年度観光分科会の開催

東アジア地方政府会合 開 催 日 令和２年12月２日
6,979

の 開 催 会 場 平城宮跡歴史公園、平城宮いざない館

参加機関数 31地方政府、４機関

成 果 指 標 30年度 元年度 ２年度

会員地方政府数（地方政府） 72 73 74



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 高校生国際交流・国際理解講座の開催

開催回数 ７回

災害時通訳・翻訳ボランティア養成研修の実施

地域の国際化の推進 515 実施回数 ３回

災害時における外国人向け行動ガイドパンフレット（英語版・やさしい

日本語版）を作成

部数 2,400部

170 統 計 総 務 費 185,366 177,415 行政マネジメント［「令和２年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(統 計 分 析 課) 国 133,782 １ 県民との対話・説明責任の確保・情報発信力の強化 465千円

㊀ 43,633
事 業 名 金 額 内 容

千円 「証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）」に必要である高度な分析能力を

官庁データサイエン 持った職員を育成
114

テ ィ ス ト育 成 事 業 実践的なデータサイエンスセミナーの実施 ３回

県・市町村職員対象の統計分析相談の実施 61回

奈良県が抱える政策課題の解決を図るため、「証拠に基づく政策立案

奈良県ＥＢＰＭ推進 （ＥＢＰＭ）」を定着させる取組を実施
351

事 業 奈良スタットイベントの開催 令和３年１月15日

奈良スタットジャーナルの発行 年１冊

174 賦 課 徴 収 費 3,558,936 3,482,327 ２ 歳入の確保

(税 務 課) 手 9,568
事 業 名 金 額 内 容

諸 1,107

㊀ 3,471,652 千円 公平かつ適正な課税に向けて、税務調査体制を充実させ、適正な申告及

翌年度へ繰越 び納付に向けた法人の実態調査を実施

24,992 納税者の利便性の向上を図るため、多様な県税収納手段を提供

コンビニエンスストアでの自動車税等の収納

スマートフォンを使用した県税収納の導入

マルチペイメントネットワークシステムを利用した県税の納付
徴収強化に向けた取組 27,348

インターネットを利用したクレジットカード払いでの自動車税の納付

経験豊富な滞納徴収員を県税事務所及び自動車税事務所に配置し、滞納

処分等を推進

自動車税事務所にコールセンターを設置し、自主納付の呼びかけを実施

自動車税の滞納者に対する給与差押の強化

民間事業者を活用し、遠隔地の滞納案件を、効率的・効果的に整理



174 市 町 村 振 興 費 4,164,705 3,293,327 奈良モデルの実行［「令和２年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(市 町 村 振 興 課) 国 388,694 １ 奈良モデルの推進 4,692千円

手 1
事 業 名 金 額 内 容

財 5,803

越 257,136 千円 市町村を取り巻く課題について、知事と県内市町村長が定期的に意見交

諸 1,437,846 換を実施

㊀ 1,203,847 奈良県・市町村長サミットの開催 ３回

前年度繰越分 前年度繰越分 「 奈 良 モ デ ル 」 県民等に奈良モデルの取組について情報提供を行うため、ジャーナルを
1,447

271,475 257,136 推 進 事 業 発行

当該年度分 当該年度分 発行回数 １回（第７号）

3,893,230 3,036,191 発行部数 30,000部

翌年度へ繰越 配 布 先 市町村、関係機関等

10,000

県と市町村の連携・協働の仕組み（奈良モデル）を推進するため、新た

「 奈 良 モ デ ル 」 に広域連携に取り組む市町村等に対し補助
3,245

推 進 補 助 金 補助率 1／2

補助先 天理市、山添村

２ 行政経営向上への取組支援 1,531,138千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 市町村等が住民福祉の増進を図るために行う事業に対し貸付け

貸付期間 15年（うち据置期間１年）以内

利 率 財政融資資金利率、財政融資資金利率×1／2
市 町 村 振 興 資 金

886,000 償還方法 元金均等年賦償還
貸 付 事 業

貸 付 先 奈良市、大和高田市、天理市、桜井市、御所市、香芝市、

平群町、三宅町、田原本町、河合町、大淀町、

香芝・王寺環境施設組合

市町村職員の行政遂行能力の向上を図るため、実務研修等を実施
市町村職員行政遂行

129 市町村職員実務研修の実施 受入人数 13名
能力向上支援事業

県・市町村相互派遣研修の実施 派遣人数 各６名

市 町 村 地 方 創 生 市町村が行う人口減少対策等への取組を支援
36

支 援 事 業 県・市町村地方創生連携会議の開催 １回

市町村等が教育環境の改善を図るため、公立小中学校の普通教室に空調
公立小中学校空調設備

257,136 設備を設置する事業に対し補助
設置緊急支援補助金

補助先 奈良市外20市町村、川西町・三宅町式下中学校組合

市町村との連携・協働による社会活動正常化や経済活動活性化を推進す
社 会 経 済 回 復

るため、市町村が実施する健康な生活の維持、子育て支援、消費の喚起
「 奈 良 モ デ ル 」 387,837

等の取組に対し補助
応 援 補 助 金

補助先 奈良市外24市町村



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

178 南 部 東 部 振 興 費 655,419 539,450 南部・東部の振興［「令和２年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(南 部 東 部 振 興 課) 国 107,967 １ 訪れてみたくなる地域づくり

㊀ 431,483 （１）魅力を発見する、創る 55,420千円

事 業 名 金 額 内 容

南 部 ・ 東 部 振 興 千円 南部地域・東部地域のさらなる振興に取り組むため、「奈良県南部・東
9,779

基 本計画策定事業 部振興基本計画」を策定

奈良県南部振興基本計画及び奈良県東部振興基本計画に掲げる奥大和地
南 部 ・ 東 部 振 興

5,641 域の振興のための具体的な取組の実現に向けた検討
プロジェクト推進事業

奈良県南部・東部振興基本計画アクションプランの進捗管理等

が ん ば る 明 日 香 明日香村の歴史的風土の創造的活用を図る事業を支援するため、国の制
40,000

支 援 事 業 度と連動した交付金を交付

（２）知ってもらう 44,175千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 奥大和地域で作られる木工品や食料加工品、生活用品等を一体的に展示

し、販売するポップアップストア（試験店舗）の出店
奥大和豊かな暮らし

15,955 ルミネシンガポール（シンガポール）
提案店舗展開事業

期間 令和３年１月15日～２月21日 出店者数 19社

実験店舗の運営（奥大和移住定住交流センター「ｅｎｇａｗａ」）

奥大和地域のファン（奥大和「関係人口」）を増加させるため、動画コ

ンテンツの制作・配信やオンラインイベントを実施

様々な分野で活躍する方と奥大和にゆかりのあるキーパーソンとの出

会いを通じて地域を紹介していく動画「奥大和で会いましょう」の制

奥大和との関わりの場 作・配信
10,035

創 出 事 業 新規作成 ３本（宇陀市、下北山村、川上村）

関係案内所 ｉｎ ＮＡＲＡの開催

雑誌社と連携したオンライントークセッション「奥大和フェス」の

実施

開催日 令和３年３月14日



大手旅行雑誌に奥大和の地域情報・観光情報を掲載

「じゃらん」広告掲載、抜刷パンフレットの作成・配布

スマートフォン用アプリ「週刊じゃらん」特集ページの制作・配信

奥 大 和 プ ロ 動画「美しき日本」の制作・配信
18,185

モ ー シ ョ ン 事 業 新規作成 ３本（五條市、十津川村、上北山村） 英語字幕版 ３本

動画「空から見た奥大和」の制作・配信

ドローンによる撮影映像 ３本（ＭＩＮＤ ＴＲＡＩＬ奥大和、宇陀

市、山添村）

（３）訪れてもらう、体験してもらう 77,564千円

事 業 名 金 額 内 容

奥 大 和 の 特 色 を 千円 天川村の洞川温泉街において、雰囲気に調和した音楽イベント「えんが

活かしたイベント 4,114 わ音楽祭ｉｎ洞川」を開催

開 催 事 業 開催日 令和２年10月18日 来場者数 101名

県内周遊観光を促進するため、奥大和地域において歴史、自然環境等を

テーマとしたアートイベント「ＭＩＮＤ ＴＲＡＩＬ奥大和 心のなか

奥 大 和 地 域 の美術館」を開催
49,996

誘 客 促 進 事 業 開催期間 令和２年10月３日～11月15日（吉野町）

令和２年10月10日～11月15日（曽爾村）

令和２年10月18日～11月15日（天川村）

奥大和のイベント 宇陀市と連携し、宇陀市出身ユーチューバーを招請して制作したＰＲ動
957

活 性 化 事 業 画を、宇陀市自主放送「うだちゃん」及び動画配信サイトにて放映

鉄道事業者と連携して、奥大和地域の魅力を発信する旅行商品を造成し

ＰＲを実施

西日本旅客鉄道株式会社との連携

曽爾村、吉野町、天川村、十津川村での宿泊旅行商品

利用者数 56名

五條市を起点とした日帰り旅行商品

利用者数 40名
鉄道事業者と連携した

20,000 近畿管内駅及び岡山駅・広島駅・博多駅で、ポスター掲示等による
奥大和の魅力発信事業

情報発信

近畿日本鉄道株式会社との連携

宿泊旅行商品

秋季 ２名参加 冬季 ９名参加

移住定住推進ポスターの制作

春夏版、秋冬版 各500枚

近畿日本鉄道株式会社の144駅で、ポスター掲示等による情報発信



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 奈良クラブと連携したサッカーイベントを開催

下北山村スポーツ公園で春季キャンプを実施し、併せて地元小中学生

へのサッカー教室を開催
奥大和スポーツの

2,497 春季キャンプ実施日 令和３年２月３日～７日
メッカづくり事業

サッカー教室開催日 令和３年２月６日

五條高校サッカー部強化クリニックの開催

開催日 令和３年３月６日、15日、20日

２ 住み続けられる地域づくり

（１）働きやすくする 22,906千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 奥大和地域への移住・定住を促進するため、魅力ある仕事づくりを推進

「奥大和仕事づくり推進隊」を採用 １名

奥大和地域に埋もれている農作物等の素材を短期間で価値ある宝物に変
奥 大 和 雇 用 創 造

7,433 え、新規事業開発及び販路拡大を促進するためのセミナー・地方大会を
促 進 事 業

実施

にっぽんの宝物奈良県大会・セミナーの実施

開催日 令和２年10月15日、29日、11月17日、12月５日

奥大和地域で働く魅力を広く発信し、新たな雇用を創出

地域での仕事体験・滞在等を通じて地域との関係性を深める「ＴＥＮ
奥 大 和 雇 用

2,492 ＪＩＫＵ下北山」の実施
創 出 事 業

モデルツアーの実施によるサテライトオフィスの誘致

企業誘致成功事例パンフレットの作成

奥大和地域で起業を目指す人材の育成支援

奥大和サスティナブルデザインスクール、奥大和クリエイティブスク

ール、カメラ・編集講座をオンラインによる開催と現地開催の併用で

実施

開 催 日 令和２年７月３日～令和３年３月19日
奥大和人材育成事業 7,214

場 所 奥大和移住定住交流センター「ｅｎｇａｗａ」、下北山

村

受講者数 奥大和サスティナブルデザインスクール 29名

奥大和クリエイティブスクール 23名

カメラ・編集講座 12名



奥大和地域内におけるコミュニティナースの育成

奥大和コミュニティナース養成講座をオンラインによる開催と現地開

コミュニティナース 催の併用で開催
5,767

育 成 事 業 開 催 日 令和２年12月19日～令和３年２月28日

場 所 奈良市

受講者数 基礎講座 25名 ステップアップ講座 12名

（２）移り住んでもらう 23,990千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 奥大和移住定住交流センター運営事業

移住者の交流等の拠点である奧大和移住定住交流センタ－（ｅｎｇａ

ｗａ）の運営

移住情報発信事業

移住情報発信サイト「奈良に暮らす」のリニューアル

移住促進施設整備事業

空き家等を活用した、移住や二地域居住を促進するための拠点施設等

を整備する市町村に対し補助
奥大和移住・定住

15,621 補助先 野迫川村、下北山村
促 進 事 業

地域受入協議会支援事業

地域受入協議会が行う移住・定住、二地域居住を促進するための取組

に対し補助

補助先 五條市

奥大和移住・定住連携協議会運営事業

県と奥大和地域19市町村で構成する「奥大和移住・定住連携協議会」

において、移住情報の発信や各市町村の相談窓口の充実に向けた取組、

移住体験プログラム等を実施

三重県、和歌山県と協働し、紀伊半島の移住・定住施策における連携を

強化するためのイベントを実施

オンラインキックオフイベント

紀 伊 半 島 移 住 開催日 令和２年11月３日 参加者数 20名
3,245

プロモーション事業 オンラインバーチャル体験ツアー（吉野町）

開催日 令和３年２月６日 参加者数 19名

オンライン最終報告会

開催日 令和３年２月25日 参加者数 ９名



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 南部・東部地域の玄関口である奥大和移住定住交流センター（ｅｎｇａ
ふるさと創生協力隊

5,124 ｗａ）に移住定住希望者の相談・要望に対応する「移住コンシェルジュ」
設 置 事 業

を配置 １名

178 うだ・アニマルパーク費 115,617 113,910 教育の振興［「令和２年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(南 部 東 部 振 興 課) 国 922
事 業 名 金 額 内 容

使 154

諸 236 千円 動物の愛護の精神に基づく「いのちの教育」モデル事業等の展開

㊀ 112,598 「いのちの教育」研修会・講演会・イベントの開催 ２回
「いのちの教育」

7,691 成 果 指 標 30年度 元年度 ２年度
展 開 事 業

「いのちの教育」小学生プログラム実施校

数（校） 64 71 74

南部・東部の振興［「令和２年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

事 業 名 金 額 内 容

「 う だ 」 の 魅 力 千円 うだ・アニマルパークを拠点とした「うだ」の魅力を発信
3,235

発 信 事 業 東部振興イベントの実施（ほんのりあんどん） 参加者数 3,275名

180 防 災 対 策 費 570,739 518,228 「安全安心な地域」づくり［「令和２年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

防 災 統 括 室 国 16,007 １ 地域防災力の充実 269,461千円

消 防 救 急 課 諸 143
事 業 名 金 額 内 容

起 9,900

㊀ 492,178 千円 奈良県国土強靱化地域計画推進事業

国の国土強靱化基本計画の見直しや近年の災害の教訓、奈良県緊急防

災大綱の推進等の本県の取組を踏まえ、「第２期奈良県国土強靱化地

県の防災体制強化の 域計画」を策定

ための計画策定・ 2,252 林野火災消火訓練事業

訓 練 の 実 施 等 林野火災消火時に、関係機関が緊密な連携を保ち、迅速かつ的確な消

火活動等を実施できるよう、連絡体制の強化及び技術の習熟を図ると

ともに、県民の防火意識の高揚を図るために訓練を実施

実施日 令和２年11月28日 参加団体数 17団体



受援体制強化事業

災害時の受援対応等を迅速に行えるよう、実践型の図上訓練を実施

実 施 日 令和３年１月27日 対象 奈良市

市 町 村 の防 災 体 制 市町村職員災害対応能力向上研修事業
666

強 化 の ため の 支 援 市町村職員を対象とした住家被害認定調査に関する研修を実施

実 施 日 令和２年10月19日・20日

実施場所 香芝市下田学童保育所、香芝市役所

参 加 者 30名

災害救助法第22条の規定に基づき、災害に際して必要な救助に要する費
災害救助基金積立金 6,236

用を支弁するための財源として災害救助基金へ積立て

駐屯地誘致早期実現に向けた連絡会の開催及び防衛省との調整

開催回数 １回 会場 県庁等

自衛隊の理解促進のための県民向け各種活動

自衛隊フェアの開催
陸上自衛隊駐屯地

2,933 開催日 令和２年11月29日 会場 五條市上野公園
誘 致 推 進 事 業

参加者 約3,000名

防災講演会の開催

開催日 令和３年２月７日 会場 奈良県文化会館

参加者 約400名

奈良県大規模広域

防災拠点整備事業
南海トラフ巨大地震等の大規模災害時に備えた大規模広域防災拠点整備

（奈良県大規模広域 63,814
構想検討に用いるための航空測量及び整備構想検討を実施

防 災 拠 点 整 備

構 想 策 定 事 業 ）

県防災行政通信ネット 災害に強い通信を確保するため再整備した県防災行政通信ネットワーク
168,953

ワーク管理運営事業 の維持管理



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 大規模災害における住民の生命・健康を守るとともに、避難所の安定的

避難所環境整備事業 10,181 な運営を図るため、環境整備を推進

防災備蓄倉庫の設置

災害時の避難所における新型コロナウイルス感染症予防のため必要とな

るマスク、消毒液等を備蓄
避難所感染予防事業 14,426

不綿布マスク 300,000枚、手指消毒液 1,950個、

段ボール間仕切・ベッド等 400個、非接触型体温計 100個

２ 防災航空体制の充実

事 業 名 金 額 内 容

消防防災ヘリコプター 千円

228,397 消防防災ヘリコプターの運航管理及び航空隊の運営
運 航 管 理 事 業

182 消 防 連 絡 調 整 費 172,014 167,007 ３ 消防救急体制の充実 134,115千円

(消 防 救 急 課) 国 15,877
事 業 名 金 額 内 容

手 13,073

㊀ 138,057 奈 良 県 救 急 医 療 千円 奈良県救急医療管制システム（ｅ－ＭＡＴＣＨ）の運用

管制システム（ｅ－ 47,633 運用消防機関数 ３消防本部

Ｍ Ａ Ｔ ＣＨ） 事業 運用医療機関数 56病院

市町村等が広域的に整備する消防救急無線の整備に対し補助

補助対象 整備事業に係る市町村等の公債費のうち、地方交付税算入
広域消防通信システム

72,301 額を差し引いた額
補 助 事 業

補 助 率 1／2

補 助 先 14市町村及び奈良県広域消防組合

補助率 過疎 5.5／10 一般 1／3 はしご車 2／10～1／20

消防ポンプ車 ２台 斑鳩町、広陵町
消防力強化支援事業 14,181

積 載 車 １台 桜井市

防 火 水 槽 ２基 五條市、川上村

182 消 防 学 校 費 220,420 196,121 ４ 消防学校教育体制の充実

(消 防 救 急 課) 使 25
事 業 名 金 額 内 容

財 327

諸 63 千円 奈良県消防学校の本館及び屋内訓練場について、応急的な耐震補強工事
消防学校耐震化事業 19,829

起 66,100 を実施

㊀ 129,606



184 安全・安心まちづくり 12,104 8,260 ５ 犯罪・交通事故等抑止対策の推進

推 進 費 [㊀ 8,260]
事 業 名 金 額 内 容

安 全 ・ 安 心

まちづくり推進課 千円 安全・安心の確保のための奈良県基本計画の推進

自主防犯・防災リーダー研修の実施 修了者数 58名

開催日 令和２年10月17日、11月2日、12月20日

場 所 奈良県産業会館、奈良県社会福祉総合センター

安全・安心まちづくりアドバイザーの派遣

自治会・自主防犯団体・自主防災組織等に派遣

安全・安心まちづくりアドバイザースキルアップ研修会の開催

開催日 令和３年２月12日 場所 奈良県文化会館

地域防災力向上支援ワークショップの開催

住民が主体となり参加・実施する防災訓練を市町村とともに支援

実施箇所 大和高田市（11月８日、12月６日）、

斑鳩町（12月14日）、王寺町（11月21日）

防災啓発物品の整備、防災にかかる情報提供、防災功労者の顕彰等

地域防災支援担当者制度 選任数 26名

安全・安心まちづくり 奈良県交通安全母の会連合会が行う啓発事業等に対し補助
4,527

推 進 事 業 子育て・高齢者世帯訪問事業等

奈良県地域の交通安全・防犯サポート事業所登録制度の運用

地域の自主安全活動を推進する企業等をサポート事業所として登録

登録数 交通安全 134事業所 防犯 111事業所

奈良県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例の普及啓発

啓発リーフレット40,000枚を作成・配布

配布先 シルバー人材センター、宿泊施設、商工会等 約1,100カ所

街頭啓発活動による配布 天理駅前、ＪＲ奈良駅前等 ４カ所

未就学児を対象とした自転車交通安全教室の実施 12回

自主防犯活動を伴う防犯カメラの設置を行う自治会や自主防犯団体を支

援する市町村に対し補助

補助率 1／2 補助上限 100千円／地区

補助先 生駒市、平群町、明日香村

成 果 指 標 30年度 元年度 ２年度

自主防災組織率（％） 83.7 79.3 81.5



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

188 事 務 局 費 167,650 159,913 行政マネジメント［「令和２年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(監 査 委 員 事 務 局) [㊀ 159,913] 組織マネジメント

事 業 名 金 額 内 容

千円 効果的な監査の執行や新たな課題を含めた専門的な知識・技術向上のた
監 査 に お け る

め、公認会計士の専門的な知見を活用し、助言や指導を得る取組を実施
外 部 専 門 人 材 の 28

事務局内研修の実施
活 用 事 業

令和２年10月14日


